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教職課程履修者の教職回避に関する調査研究
－英文科の学生を対象に－
























































































































 ②「今どのくらい教職に就きたいと思っているか」について５件法の Likert Scale （５：とても思
っている—１：まったく思っていない）で回答を求め，「１：まったく思っていない—３：迷ってい
る」を選んだ参加者（i.e., 教職回避傾向を持つ参加者）に③以降の解答を求めた。 
 ③は教員就職を回避する理由を尋ねる設問で，a–d が（１）社会的要因，e–i が（２）教職課程の





























 「５」と「４」を合わせた「思っている」学生の割合は，１年生では 52% （32% + 20%）であっ
たが，２年生で 33.3% と激減し（8.3% + 25%），その後，３年生から４年生にかけて 23.5% （5.9% + 
17.6%），22.2% （11.1% + 11.1%）と下がり続けていた。一方，「１」と「２」を合わせた「思ってい
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ない」学生の割合は，１年生ではわずか 12% （4% + 8%）であったが，2年生で 36.2% （5.6% + 30.6%）









 質問紙項目③「教員就職を回避する（躊躇する）理由」の 10 項目の結果を図２に示す。ここでの数
値は４件法の平均値で，各項目につき学年別と合計の値をグラフ化した。なお，3.2 でも記した通り，
質問項目②で教職回避傾向を示した参加者（i.e., 「１：まったく思っていない—３：迷っている」を







 平均値が 3.0 を超えた項目は，１年生で「e. 教職課程の大変さ（例：単位を取るのが大変）」（3.7）， 
「g. 説明会や提出物の大変さ（例：厳格化）」（3.6），「h. 教員採用試験の準備や受験が大変」（3.7），
２年生で「c. 一般就職が有利」（3.4）と「h. 教員採用試験の準備が大変」（3.0），「j. 興味関心の変化」




























 ４年生では，上記の「c. 一般就職が有利」（3.0）と「h. 教員採用試験の準備や受験が大変」（3.4）
に加え，「d. 教職のブラックなイメージ」（3.2），「g. 説明会や提出物の大変さ（例：厳格化）」（3.0），










 １～４年生全体の平均値が 3.0 を超えたのは，「c. 一般就職が有利」，「h. 教員採用試験の準備や受
験が大変」，「j. 興味関心の変化」であった。これらの項目は４年間の教職課程履修期間を通して教職
を回避する主な要因になっていると考えられる。一方，「a. 少子化問題」や「b. 採用人数の減少」と







 質問紙項目③（a.–j. の 10 項目）以外の要因を解明するため，質問紙の自由記述欄に書かれた回答
を KJ 法を参考にして質的に分析した。まず，自由記述データを切片化して 121 個の切片を抽出した。




















マイニング用の分析ソフトウェアである KH Coder を利用して(38) KWIC コンコーダンス分析をおこな
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